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第８５回ＣＩＳ研究所パートナー会議事録（一般様用） 

 

開催日： ２０１９年３月２４日（日） 

場 所： ＣＩＳ会議室 

講 師： 神田 忠起 様 

      

テーマ ： 公益財団法人とは 

 

 

会議風景 

 

公益財団法人とは 

公益財団法人の役員の責任         

公益財団法人 神戸やまぶき財団の概要 

自治会の法人化 

 

 

公益財団法人とは 

https://keiei.freee.co.jp/2015/06/30/kouekizaidanhoujin/ 

 

• 公益財団法人（公財）とは公益を目的とする事業を行う法人のことをいいます。 公益財団

法人が行う公益的事業は、「学術・技芸・慈善その他の公益に関する事業」として認められ

る23の事業に限定されます。 

                  （中略） 

  

https://keiei.freee.co.jp/2015/06/30/kouekizaidanhoujin/
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1. 法人税が非課税 

公益目的事業の法人税が非課税になります。 

 

2. 利子・配当等に係る源泉所得税の非課税 

公益財団法人が利子等、配当等、給付補てん金、利息、利益、差益及び利益の分配を受ける場合に

は、所得税は課されません。 

 

3. みなし寄付 

収益事業から得た収益の一部を、公益的事業に支出すると、一定金額まで寄付とみなす税制優遇

処置です。公益財団法人の場合、この優遇処置を受けることができます。みなし金額の限度額は、

所得金額の50％または公益目的事業の実施に必要な金額のいずれか金額となります。 

 

4. 寄付者の税額控除 

公益財団法人に寄付を行っ

た場合、寄付を行った人は寄

付額に応じて控除を受ける

ことができます。この制度に

よって公益財団法人は寄付

を集めやすいという特徴が

あります。控除額の計算方法

に関しては以下のページを

ご確認ください。 

・国税局 No.1266 公益社団

法人等に寄附をしたとき 

 

 

 

 

 

https://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1266.htm
https://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1266.htm
https://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1266.htm
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                  （中略） 
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（制度）概要 

自治会・町内会（以下「自治会等」といいます。）が集会所の建物や土地などの不動産を所有して

いても、以前は自治会等の名義での不動産登記ができなかったため、財産上の問題が生じること

がありました。 

こうした問題に対処するため、平成3年に地方自治法の一部が改正され、一定の要件を満たした

場合に自治会等が「地縁による団体」として法人格を取得することができるようになりました。 

 

「地縁による団体」とは 

法人格が与えられる対象となる「地縁による団体」とは、「町又は字の区域その他市町村内の一

定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体」であり、区域に住所を有すること

のみを構成員の資格としているものです。区域に住所を有する人は誰でも構成員となれる自治

会等は、原則として「地縁による団体」にあたります。 

これに対し、構成員の年齢に制限がある子ども会や老人会、性別により制限がある婦人会、団体

の活動目的が特定されているスポーツクラブなどは「地縁による団体」とは考えられません。 

 

地縁による団体の認可 

地縁による団体が法人格を得るためには、市町村長の認可が必要です。この認可の目的は、「地

域的な共同活動のための不動産又は不動産に関する権利等を保有するため」となっており、不動

産などを保有する目的がない団体は認可の対象にはなりません（認可申請後に不動産等を確実

に保有すると見込める団体については認可の対象となります）。 

なお、不動産等に関する権利等とは次のとおりです。 

• 土地及び建物に関する権利 

• 立木の所有権、抵当権 

• 登録を要する金融資産（国債、地方債、社債） 

• その他地域的な共同活動に資する資産であって、登録を要する資産 

 

手続きできる人 

認可を受けるためには、以下の4つの要件をすべて満たしていることが必要です。 

• その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持

及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていると

認められること。 

• 地縁による団体の区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。 

• 地縁による団体の区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものと

し、その相当数の者が現に構成員となっていること。 

• 規約を定めていること。なお、規約には目的、名称、区域、主たる事務所の所在地、構成員

の資格に関する事項、代表者に関する事項、会議に関する事項、及び資産に関する事項が

定められていなければなりません。 

 

 

自治会・町内会など「地縁による団体」の法人格取得について 
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手続き方法 

地縁による団体の認可申請は、自治会等の自主的な判断によって行われることとなっています。

まずは、認可申請することについて、地域の皆さんでよく話し合ってください（認可を受けるには、

自治会等の現行の規約に基づいて召集された総会で認可を申請する旨を決議する必要がありま

す）。 

自治会等の中で認可申請の意思決定が行われましたら、詳しい手続きについて市役所の地域担

当課へご相談ください。 

認可後の手続きなど 

認可を受けた地縁による団体は、告示された事項（代表者の氏名及び住所、事務所の所在地、区

域など）や規約を変更した場合は、所定の手続きが必要です。手続きの詳細については市役所の

地域担当課へお問合せください。 

受付窓口 

地域担当課 

 

                                     会議風景 

 

３） 今後の日程と講師依頼          省略 

4) 話題提供担当ローテーショ表        省略  

 

HP http://www.cis-laboratories.co.jp/index.html 
         

以上 
 

http://www.cis-laboratories.co.jp/index.html

